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ＨＰ ＤＩＯ目次に戻る ＤＩＯバックナンバー

視 点

雇用サミット雑感 雇用ビックバンをいかに回避するか

１１月２９日、神戸で開催されていた雇用サミットが二日間の討議を終えた。９５年のデトロイト・サ

ミット、９６年のリール・サミットに次いで三回目、今回からはロシアが正式メンバーとして参加し

て、Ｇ８サミットとなった。

論議の模様を知りたいと思って新聞をみたけれども、山一証券の経営破綻に端を発する金融システム安

定化策問題、緊急経済対策、あるいは財政構造改革法案など山積みのニュースに押し遣られて、ほんの

小さな紹介記事しかない。

それならと思って、インタネットにアクセスしてみた。ところが、「雇用サミット」で日本のホーム

ページを検索しても、過去のニュースがほんのいくつか見つかるだけで、神戸雇用サミットの討議模様

に関する記事は、ついにみつからなかった。

今度は、“ｅｍｐｌｏｙｍｅｎｔｓｕｍｍｉｔ”で検索してみると、さすがに海外のホームページには

格段に豊富な情報があふれていたけれども、やはり神戸サミットの記事はない。“ｅｍｐｌｏｙｍｅｎ

ｔｓｕｍｍｉｔ９７”という記事がみつかったので、これだと思って飛んでいってみると、なんと１１

月２０、２１日にルクセンブルグで開催されたヨーロッパ雇用サミット（“ＴｈｅＥｕｒｏｐｅａｎＪ

ｏｂｓＳｕｍｍｉｔ”）のホームページであった。

これは、開催の前から周到に準備されていたものと思われ、実に充実した内容である。会議の主旨、背

景、総括文書、主な提出ペーパーなどなど、会議に出なくても主なドキュメントはすべて入手できる上

に、ＥＵの雇用・社会政策部門にもリンクされているので、関心があればどんどん情報収集の網を広げ
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られる。おまけに、電子メイルによる意見の受付けまであった。神戸サミットのことをついつい忘れて

しまい、あちこちと見てまわり、基本文書をダウンロードした。ＥＵの雇用政策をめぐる議論に関する

資料をかなり収集することができて満足したけれども、結局肝心の目的を達成することはできなかっ

た。

このささやかな情報探索の経験から浮かんだ印象を、いくつか述べてみたい。

第１には、ヨーロッパと日本では、雇用問題に対する認識の温度差があるのかもしれないということで

ある。１９９７年央のＥＵ平均失業率は１０．８％にものぼり、そのうち約半数は１年以上の長期失業

者である。雇用問題の解決への展望を切り開くことなしには、ＥＵ統合はもちろん、各国の社会的統合

すら危機に瀕する状態にあるといえよう。

ヨーロッパ雇用サミットの会議当日には、ヨーロッパ全土からかけつけた２万人の労働者が、一向に改

善されない大量失業状況に対する抗議行動を展開した。世間の耳目は雇用問題に敏感にならざるをえな

い。

日本の雇用情勢は、１０月の完全失業率が再び既往最悪の３．５％に上昇するなど予断を許さない状況

になってきたとはいえ、幸いなことに、いまのところヨーロッパほどの深刻さにまでは達していない。

けれども、このことは雇用問題解決の展望において、日本が余裕を持っていることを意味するわけでは

ない。今後に予想される厳しい経済情勢を考えれば楽観は許されないだろう。

相次ぐ金融機関の経営破綻は、人材流動化を一気に推し進め、「雇用ビッグバン」のきっかけとなるの

ではないかという見方がある。けれども、金融危機が実体経済にまで及び、さらに雇用の崩壊にまで飛

び火したとしたら、もはや日本経済が最悪の泥沼に転落することを止める手だてはなくなる。雇用問題

に対する評論家的な見方は危険というべきであろう。「雇用ビッグバン」をいかに回避するかにこそ衆

知を結集しなければならない。こうした国民的合意形成の点では、ヨーロッパには大いに学ぶべきとこ

ろがあろう。

第２に、雇用サミット開催国日本の提起した「活力ある高齢社会」というメッセージは、どの程度の共
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感をもって国際的に受け止められたのだろうかという点も気になった。せっかくの魅力的なアイデアが

いまのところ各種メディアにはあまり流通していないようだ。いずれにせよ、議論は来年１月ロンドン

で開催される、クリントン・ブレア枢軸のもとでの第４回雇用サミットに持ち越されることになった。

今後の議論の発展に期待したい。

第３には、しばしば指摘されるように、日本におけるインタネットを通じた情報共有環境の未整備も痛

感された。

爆発的なインタネットブームで日本のホームページも日々進化しつつある。華麗なるページも目立つよ

うになった。けれども、公共の情報空間としての「ザ・ネット」の世界には、まだまだ及んでいないよ

うだ。自己主張やＰＲのホームページは汗牛充棟のごとくになってはいても、公共的な議論の場での、

甲論乙駁とりまぜた討議に関する資料までには、まだまだ情報提供が及んでいない。情報を提供するに

は、もちろんコストがかかる。けれども、それをあえていとわず、お互いが提供する情報をネットで結

んだときの情報共有効果の大きさには、はかりしれないものがある。

ヨーロッパ雇用サミットのホームページは、そうしたインタネットの効用を公共政策の形成の場に応用

した好例と思われる。ぜひ一度アクセスされることをお薦めしたい。

ともあれ、われわれは、インタネットの活用について、さらに知恵をしぼる必要があろう。とはいえ、

なにごとであれ、最大のメッセージは実践とその成果であって、メディアに乗るか否かではない。イン

タネットも含めて、あらゆるメディアは道具にしかすぎず、問題はその活用の結果の成否である。

「雇用冬の時代」などという用語が現実のものとならないこと、それこそが最大の問題である。労働組

合がこれから果たすべき任務は大きいといわなければならない。

ＨＰ ＤＩＯ目次に戻る ＤＩＯバックナンバー
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ＨＰ ＤＩＯ目次に戻る ＤＩＯバックナンバー

寄 稿

グローバリゼーションという妖怪

全日本金属産業労働組合協議会（ＩＭＦ－ＪＣ）

事務局長 阿 島 征 夫

ベルリンの壁崩壊に象徴される共産主義国家の崩壊と冷戦の終結以来、何らかの形で市場経済を採るロ

シア、東欧、中国、ベトナム、といった新しい市場が次々と登場した。海外投資を厳しく制限していた

インド等もバスに乗り遅れまいとして自由化政策をとりだした。

これらはグローバリゼーションの序曲とも言えるが、いまや市場経済万能主義が蔓延しようとしてい

る。この波にうまく乗ってきたのが世界の成長センター、アジア新興諸国である。

ところが７月のタイの通貨危機は、マレーシア、インドネシアなど各国に飛び火した。そしてアジアで

も強い通貨といわれた香港ドルの下落を招き、ついに１０月香港株式市場の大暴落の結果となった。

しかし誰も予想できなかったのはその後である。香港の株式市場規模はニューヨーク市場の４％ぐらい

にもかかわらずニューヨーク市場の暴落を招いたのである。そして夜が明ける順に世界の株式市場に波

及し東京では不況（日本政府だけはなかなか認めなかったが）で低い水準がさらに暴落し、政府の景気

対策への無策からさらに下落し続け、バブル期の半分以下となり、円も売られ日本売りが始まった。

今年、国際金属労連（ＩＭＦ）は２つの大きな国際会議を開催した。サンフランシスコでの大会と１０

月の東京での世界労働時間会議である。この２つの会議の大きなテーマは津波のように押し寄せる経済

のグローバリゼーションの分析とこれをどう制御し、組合員の雇用、労働条件をどう守っていくか、そ
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して先進国の組合は途上国の組合を支援しつつ、基本的人権を連帯の輪の中でどう確立するかというき

わめて困難なテーマであった。

最近の各国のグローバリゼーションの影響を垣間見てみると…

＊好調経済が言われている米国はダウンサイズの結果、常用雇用が減少、短期契約雇用が増加し、最低

ランクの時給は１９６８年より低く、所得格差が拡大した。

はやっているジョークはクリントン大統領がタクシーに乗り、ドライバーに「生活はどうだね、私が大

統領になって２００万人の雇用をつくってやったよ」、ドライバーはこれに答えて、「おかげさまで、

そのうち４つを私がやらせてもらっています」

＊ＥＵは安心社会の基本である社会保障制度が危機にたたされ、失業率は英国を除き悪化し、かつ失業

期間が長期化した。これを乗り切るには週３５時間制実現でワークシェアリングしかない状況。通貨統

一がＥＵの国際競争力を高める切り札だが、これを実現する財政緊縮は弱者を直撃している。

＊アジア諸国は、工場が賃金の安いベトナムや中国に移り、雇用の空洞化現象が出て、賃金は上げられ

ず、猛烈な時間外をやらないと生活が出来ない。

マレーシアの時間外労働は年間１，５００時間を超え、ほぼドイツの年間労働時間に匹敵する。

韓国では「スト権を骨抜きにする」労働法の改悪が提案され、労働紛争は激化している。

通貨危機に襲われたタイでは、企業は休業に追い込まれ、失業に怯えている。

＊途上国における児童労働は２億５，０００万人という想像も絶する数字もあげられ、私たちが何気な

くはいているスポーツシューズも子供が作ったかもしれない。トランスナショナルコーポレーション

（ＴＮＣ）は労賃さえ安ければ、国境など問題にしないからだ。

＊日本では円への投機が、ドルに対して、１９９３年から９５年までに４０％を越える円の急騰をもた

らし、製造業は海外に生産拠点を移転させ、雇用の減少を招いている。
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日経連は雇用ポートフォリオ政策や、法定外福利費削減など終身雇用制度をかなぐり捨て、米国を意識

した政策に転換した。これまで官に守られてきた金融、証券界は競争にさらされ、淘汰が始まってい

る。

グローバリゼーションは言葉通り地球的規模で、企業の世界戦略が推進され、基本的人権や労働基本権

すら存在しない地域（自由貿易地域など）や国がこの発達した２０世紀の終わりに新たに出現してい

る。

また１０月下旬に見られた世界同時株暴落の現象は、これまで報告された事情とは全く違う計り知れな

い制御不能なグローバリゼーションという妖怪が徘徊しているかに見える。

国際労働運動はこれをどう制御するかという大きな課題を突きつけられ、組合員の雇用を守ることだけ

でなく、途上国に人権や労働基本権を確立し、労働組合を組織することにあらゆる努力をはらうことが

求められている。そして各国での成長成果の配分が労働組合により確実に実行され、国民一人一人が豊

かになることがグローバリゼーションへの抵抗力となる。

正体不明の投機集団についてであるが、国際金属労連は為替投機をやりにくくするために、トービン博

士が提唱したトービン税０．５％を提案している。連合総研でも取り上げて欲しいテーマである。

ＨＰ ＤＩＯ目次に戻る ＤＩＯバックナンバー
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講 演

変化する日本的雇用慣行

－第１０回連合総研フォーラムから－

東京経済大学教授 小 野 旭

この講演要旨は、去る１１月４日に東京・東京グランドホテルにて開催された第１０回連合総研

フォーラムの際に、同氏が出版された「変化する日本的雇用慣行（日本労働研究機構）」という本

に添う形で、日本の雇用慣行がどのような動きをしているかご講演頂いた内容を事務局文責にてま

とめたものである。

１．簡単に自明とはいえない日本的雇用慣行の崩壊

バブル崩壊後、日本的雇用慣行の崩壊論が噴出した。一時は高い経済成長率も、安定的労使関係も、企

業組織の柔軟性も、すべてが日本的慣行に由来するという大変な絶賛論がみられたが、最近は全く様変

わりし、日本的雇用慣行崩壊論、あるいは崩壊すべしという議論が登場してきている。

この崩壊論は日本的慣行の変化を、あたかも既成事実であるがごとく論じている。後述のように、日本

的慣行に変化の兆しはあると考えるが、周りの現象を見ると、そう簡単に日本的慣行の崩壊が自明とは

言えない。それは、色々な労働市場の出来事の中に、崩壊論と相反する現象がまだ多く見られるからで

ある。

例えば解雇、あるいは希望退職者を募る、こういうことは非常に少なく、それを反映し、我が国の失業

率は、最近ちょっと上がっているとはいえ、国際的に見て、非常に低い。不景気になると、企業が労働
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者を内部に抱え込み、失業の発生を防ぐ、そういう事実が見られる。

出向についてはどうだろうか。終身雇用が一企業での定年までの雇用保障であることを考えると、厳密

に解釈すれば、出向は日本的慣行に矛盾する制度である。しかし出向先は子会社や関連会社などであ

り、それらは内部市場を少し拡大したものと考えられる。そうすると、この出向というのは拡大された

内部市場での雇用保障であり、したがって終身雇用制度と矛盾しないと考えることもできる。

また、出向が非常に多く行われている印象を受けるが、確かに企業ベースでは労働省のアンケートなど

から、例えば５，０００人以上の企業であれば、９０％以上の企業が出向を行っているという結果がで

ており、１，０００人以上にしても、おそらく８０％、９０％近いのではないか。

ところが１，０００人以上の企業について、労働省『雇用動向調査』から出向による離職者の数をつか

み、その出向による離職者を常用労働者で割って比率をとると、１９９５年ではわずか０．６％で、１

９９１年から９５年まで、５年分この比率を合計しても、２％である。しかも、出向者すべてが余剰人

員対策ではなく、労働省の調査によれば、企業が出向を考えるときは、経営指導とか技術指導といった

目的で労働者を出向させることが多い。

これらを背景にしても、終身雇用制度が音を立ててガラガラと崩れているとは言えない。

また、勤続年数も伸びている。年齢別の賃金格差も、確かに大卒ホワイトカラーの賃金格差は縮まって

いるが、多数派である高卒の年齢別賃金はそう大きな動きがない。このように概括すると、終身雇用制

度が依然安泰という印象を持つのはごく自然である。

２．日本の雇用慣行の特殊的な要素「生え抜き重視の内部昇進制度」

－生え抜き重視の発生と一社勤続志向－

だが、もう少し詳しく見ると、別の側面が現れてくる。

日本的慣行の中には幾つかの要素がある。一つは雇用保障という大変重要な機能、さらにもう一つ私が

注目したいのは、管理職に取り立てるとき、生え抜きを重視する内部昇進制度である。以下では、この

生え抜きを重視した内部昇進制度と、それが労働の移動性や年功賃金にどのような影響を及ぼしていく

のかを考えてみたい。
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ここでいう生え抜きというのは、学校卒業後、すぐに企業に入り、そのままずっと同じ企業で勤め続け

る人を言っているわけだが、この生え抜きが発生したのはおそらく戦前のことであろう。大河内先生あ

るいは隅谷先生、氏原先生等の書物を読むと、戦前期に生え抜きが出てきたという記述がある。

新しい技術が入ると、どうも年とった労働者はそれについていけない。特に気難しい職人はだめだ。だ

から、若い労働者に頼らなければならない。また、大正年代は労働運動が盛んになった時期であるが、

そのとき組合運動のリーダーシップを握ったのが、渡り職人であったという。これもどうも困るという

ので、これら二つの面から、新規学卒労働に日本の企業が注目し、それが戦後に引き継がれたのであろ

う。

大企業を見ると、年々、新規学卒を探して、それを抱え入れ、企業によっては殆ど中途採用しないとい

うところもある。そういう企業について見ると、生え抜きがどんどん膨らんでいく。金融機関などはそ

の最たるところであり、例えば三菱と富士と第一勧銀について、役員クラスの生え抜きの登用率を計算

してみると、９５．５％になる。課長以上の管理職で役員までいかない人の場合には９９．９％になる

など、殆ど生え抜きで占められる状況である。

中途採用があっても生え抜きを優先する、そういう生え抜き重視の内部昇進制度ができ上がり、これが

我が国の、特に若年労働者の移動率に大きな影響を与えたと考える。だれしも偉くなりたいわけで、上

を見ると大体生え抜きということになれば、移動は自分の昇進に差し支えると思うのは当然の心理であ

る。生え抜き重視の内部昇進制度が、この心理を促進する効果を持ち、一社勤続志向が生まれてきた。

ＯＥＣＤが１９９３年に出したエンプロイメント・アウトルックを見ると、年齢別に企業定着率が出て

おり、いろんな年齢階層についてこれを計算できる。

今私が注目したい２０～２４歳の若い階層の人たちが５年後も同じ企業にいる定着率、それをここから

求めると、日本では約７割の人が５年後も同じ企業にいることになる。これは経済全体の数字であり大

企業であればもっと大きいであろう。他方、アメリカはというと、８年後にも同じ企業にいる人は大体

２５％位。つまり７割５分位の人は企業をやめてしまう。

このように、日本とアメリカでは非常に大きな差がある。これをどう説明するか色々アイディアはある

と思うが、私は、日本では生え抜きを重視する内部昇進制度があるため、若年労働者の移動率が非常に

低くなっていると考える。
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アンケート調査にみる雇用慣行の比較

－日本企業に多い生え抜き重視の制度、熟練は企業特殊的でなく社会共通的－

さて、今注目した生え抜き重視という考え方が、果たして日本に特有なものかどうかを検討してみよ

う。私は以前、日本にいる外資系企業と日本企業との間で、雇用慣行を比較するアンケート調査を行な

い、またアメリカ企業、在米日系企業についても、アンケート調査を行ったことがある。それに基づい

て、少し以下考えてみたい。

日本の雇用慣行に関して、今そういう方は少ないでしょうが、これが日本特有なものであると考える人

もいるかもしれないし、共通性論で考えていくという人もいると思う。私はこの共通性論に二つの側面

があると考える。第一は、啓蒙的主張として

の共通性論、もう一つは、事実認識としての共通性論である。

啓蒙的主張としての共通性論というのは、我々日本人が日本特殊性論で凝り固まっているときは、我々

の蒙を啓くという意味で大変重要な役割を果たしたと思う。しかし現在我々の中に、日本特殊性論で凝

り固まっている人は殆どいない。したがって、この啓蒙的主張としての共通性論、これはもう歴史的な

役割を終えたと考える。

そうすると、残るのは事実認識としての共通性論であり、これは事実に関する問題であるから、雇用慣

行の重要な側面について、事実として共通的なものがあるかないかを確認すればいいだけの話になると

思う。アンケート調査で見ると、共通なところもあり、違ったところもある。したがって、全部共通性

論で概括するのも、また特殊性論で突っ走るのも、私は科学的な認識ではないと考える。

どんなところに相違点あるいは共通点があるかを、幾つかポイントを絞ってお話しよう。

第一は、先述の生え抜き尊重の議論である。これは上のポジションに昇進させる候補を選ぶ際に、生え

抜きをどれぐらい重視するかということである。アメリカには生え抜きという言葉がないので、アン

ケート調査を英文でつくるときは、大学出なら大学出、高校出なら高校出に関して、学校卒業後直ちに
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会社に入り、今もずっとその企業にいる人、そういう長ったらしい言葉を使わざるを得なかった。

余談だが、日本のアンケートでは、大体５００円のテレホンカードを入れるが、アメリカでは５ドル札

をそのまま入れる。やはりちょっと変わったところがある。アメリカでの調査では、１，０００通のア

ンケートを出したが、１通に５ドルずつ入れるから、全部で５，０００ドルになるわけだ。回収率が

５％いくか、１０％いくかという大変悲観的な話を聞かされ、これでは殆どドブに金を捨てるようなも

のだと心配したが、アンケートの結果は、２７．８％の回収率であった。

それにより、まず生え抜きを重視しているか否かを見よう。上で述べたように、昇進候補を探すとき

に、どの程度生え抜きを重視するかという質問を試みた。非常に重視するから、全然考慮しないまで、

５段階評価で行い、中間段階の３よりも上の部分の割合を見てみると、アメリカでは１０％足らずであ

る。日本では、役員の場合だと５０％を超え、部課長の場合だと６０％以上の企業が、生え抜きを重視

する、こう答えている。こういうわけで、やはりこれは日米間に大きな違いがある制度ではないかと思

う。

それから、もう一つ相違点を指摘しておこう。ひどい不況期のときに、どの程度レイオフするかという

質問事項を含めたが、どういう選択肢を用意したかというと、必要なだけ幾らでもレイオフする、レイ

オフは最小限度にとどめる、最後にレイオフはしない、こういう選択肢である。

そうすると、アメリカ企業は、大体レイオフは必要なだけするに丸をつける企業が非常に多く、逆に、

レイオフはしないに丸をつけたアメリカ企業は７、８％しかない。ところが、これは大変おもしろかっ

たのだが、在米日系企業は、４０％ぐらいの企業がレイオフはしないに丸をつけている。在米日系企業

の行動は殆どアメリカ企業の行動と似ているのだが、私が採用から定年退職までのいろんな段階につい

て質問した中で、ここのレイオフのところだけが唯一違った回答であった。アメリカのような全然違っ

た環境の中で、けなげにもと言っていいのかどうかわからないが、日系企業は雇用を維持するというと

ころに比較的丸をつけるものが多かった。

以上、相違点を二つ述べた。生え抜きの考え方、それから解雇に関する考え方、これはどうも日本とア

メリカとでは違うようである。日本の企業が雇用維持という考え方を持っていることは先刻承知である

から、この２点は非常に大きな相違点であると考えられる。
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共通的なところもある。ちょっと専門的になるが、熟練が企業特殊的なのか、それとも社会共通的なの

かという議論、つまり熟練の企業特殊性の議論がある。ベッカーという大先生が、本の中で、熟練の企

業特殊性ということを言っているのであるが、彼によれば企業特殊的な熟練というのは企業の中で養成

するしかない。そうすると、そこから長期雇用が出てくる。企業の中で養成するしかないから、その労

働者を長いこと企業に雇って、熟練を形成しなければならない。また、勤続年数が上がっていくにつれ

て、熟練度が高まるから、賃金が上がる。とすると勤続年数別賃金格差も説明できるわけで、一つの原

理から長期雇用も説明できるし、勤続年数別賃金も説明できるので、大変便利な仮説である。

多くの経済学者がこれを使っているので、この点をアンケートで吟味した。

高度に熟練のある労働者を他の企業から引っこ抜く、そして、同じような仕事に配置する。そのとき

に、その仕事の遂行に困難があるかという質問をした。高度の熟練労働者をほかの企業から引っ張って

きて、同じような仕事につける時、仕事に差し支えがあるだろうか。非常に困難、やや困難、ほとんど

困難なし、この三つの選択肢の間で選択させると、非常に困難という回答は少ない。これは日本企業も

アメリカ企業も、あるいは日本にある外資系企業も在米日系企業も、同じである。やや困難というのは

多少の調整が要るというほどの意味と思うが、一番多いのは、ほとんど困難なしというものである。

以上は、熟練が企業特殊的でなく、むしろ社会的共通性のほうが大きいことを意味している。これは日

本についてもアメリカについても、また日本の外資系企業についても言える共通点ではないか、こんな

ふうに思われる。

３．日本的雇用慣行の変化の兆し －生え抜きの相対的有利性の低下－

私は、日本の特殊的な要素と考えられる生え抜き重視の内部昇進制度、これが最近どのように変わって

きているのか、１９８０年から１９９０年にかけて調査した。資料は労働省の『賃金構造基本統計調

査』を使った。この中には、それぞれの労働者について、学歴別に年齢と勤続年数がわかる。

例えば高卒で今４５歳の人がいて、彼の勤続年数が２７年となったとする。４５歳から勤続年数２７を

引くと、１８になるが、それは正に彼が１８歳で高校を卒業し、その後ずっと同じ企業にいる、こうい
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うことを意味する。少し複雑な点もあるが、こういうふうに学歴別、またポジション別に生え抜きの労

働者を調べ、生え抜きと非生え抜きで一体どちらが昇進のスピードが速いかを比べた。

これを知るには、平均年齢を各ポジション、部長、課長、係長、職長、こういうポジションごとに比べ

てみればよい。当然予想されるように、非生え抜きよりは生え抜きのほうが、平均年齢が若い。生え抜

きのほうが平均年齢が若いということは、生え抜きのほうが非生え抜きよりも速いスピードで昇進して

いるということである。

１９８０年代をみると、後半にはバブルがあったが、大体があまり景気のよくない期間がその前半に続

いた。それによってポスト不足が生じたと言われ、また、ちょうどベビーブーマーが中高年層に達する

時期でもあったため、ポスト不足が盛んに心配された時期でもある。

問題は、そのポスト不足が生じた時期に、一体どういうことが昇進過程に起こったかということであ

る。ポストが足りないというそのときに、非生え抜きの昇進年齢を遅らせるのか、生え抜きの昇進年齢

を遅らせるのか、両方同じように遅らせるのか、いろいろバリエーションがあると思うが、日本企業

は、生え抜きの昇進年齢を遅らせた。したがって、８０年と９０年を見ると、生え抜きと非生え抜きの

平均年齢がぎゅっと縮まっている。これは部長、課長、係長、職長、それぞれについて観察できる。

これは生え抜きの相対的な有利性が低下したことを意味する。もっと突き詰めると、日本的慣行の変化

の兆しを示す現象と考えられる。これに対応するような調査結果が、厳密に同じではないが、労働省の

『雇用管理調査』からえられる。これは、昇進のときに在籍年限を重視する企業の割合を調査してい

る。例えば部長の場合、８０年代初期には６０％位の企業が在籍年限を考えると言っていたが、９０年

前後には４５％程度に落ちている。ですから、私が『賃金構造基本統計調査』から調べた結果と大体整

合的な結果が、他の調査からも得られていると思う。

労働市場の流動化と年功賃金の関係 －年齢別賃金は労働市場流動化と両立する－

問題は、この生え抜き重視の内部昇進制度の後退がどういう影響を労働市場にもたらすかである。

先ほどのＯＥＣＤのエンプロイメント・アウトルックにあるように若年層が企業に定着的になっている

のは、やはり同じ企業にとどまったほうが昇進に有利だからである。しかし若年層を企業に定着させる

制度的装置が最近崩れつつある、ということになると、若年層を中心に移動率が高まってくる、あるい
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は一社勤続志向が低下する、こういうことが予想される。

実際、１９９１年にバブルが崩壊したが、その後も、若年層の移動率は殆ど変わらない。『労働力調査

特別調査』で調べてみると、不景気になったにもかかわらず、若年者の移動率は高いままである。ある

いは少し落ちているかもしれないが、レベルは非常に高く、内部昇進制度の変化が労働者の移動性向に

も影響を与えてきているように見受けられる。

このように労働者の移動性向が変わってきたときに、一体日本の年功賃金はどのように変わるのだろう

か。

議論の趣旨を大ざっぱに言うと以下のようだ。私の分析では職種別統計を使うのだが、これは『賃金構

造基本調査』から利用できる。日本の職種別統計は、生産労働者の職種のウエートが非常に高く、また

職種の数もアメリカは日本と同じ３けた分類で、４００職種を調べているのに対し、日本では男女を入

れて１４０職種ぐらいである。

データは不満足であるが、この職種別統計を使って、それぞれの職種について、外部から多くの熟練労

働者を調達する職種と、もっぱら内部で熟練労働者を養成する職種に分けて、賃金構造を比較する。外

部から熟練労働者を多く調達する職種はあまりないが、私が調べた範囲では医師、調理師、タクシード

ライバー、あるいはいろいろな企業にある自家用の乗用自動車、貨物自動車の運転手、そういう人たち

が比較的外部調達率の高い職種である。このような職種とそうでない職種で、賃金構造を比較してみ

る。そうすると、以下のことがわかってくる。

外部から労働者を調達している職種ほど外部経験を重視する方向に賃金構造が変わっている。これは分

かり易い。また、職種経験年数を重視する賃金構造になっているかどうかであるが、外部調達率の高い

職種ほど職種経験を重視するように賃金構造が変わっている。これも理解できる。さらに、外部調達率

の高い職種ほど企業勤続年数を低く評価する、このように賃金構造が変わっている、こういうことも分

かってくる。この三者は、細かな調査をしなくても、直観的にも大体そのようになると予想されるが、

調査結果からも同じような結果が出てくる。
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一つ問題なのは、年齢の効果である。年齢の効果はどうもあまり変化しない。あるいはむしろ外部調達

率の高い職種のほうで、年齢の効果を高く評価するような賃金構造になっているというのが、私の分析

から出た結果である。この点はちょっと理解しがたいところもあるが、解釈ができないわけではない。

年齢別の賃金というか、年齢要因の持つ賃金効果は勤続年数別賃金とやはり性格が違う。勤続年数別賃

金の場合、ほかの企業に行くと、勤続年数はゼロになるので、勤続年数別賃金の一番下のところに張り

つけられる。ところが、年齢別の賃金格差の場合は、年齢別賃金曲線の高い企業へ行けば、年齢に応じ

た張りつけがされるから、労働移動の流動性と矛盾しない。

つまり年齢別賃金格差というのは労働市場の流動性と両立する。であるから、外部調達率の非常に高い

職種と内部養成型の職種と比べてみると、年齢要因の賃金効果は外部調達率の高い職種でむしろ大きく

現れるという結果が出てくる。

年功賃金体系の変化は労働者が年齢別生活費保障の考えから離れることにより生じる

このように考えてくると、労働市場の流動性だけでは年功賃金の抜本的な変革は生じないという結論に

なる。

確かに今申したように、外部経験を考慮する、職種経験を考慮する、勤続年数は考慮しない、このよう

に賃金体系は変わる。しかし、年齢要因の影響は外部調達化、あるいは労働市場の流動化だけでは変わ

らない。一体どうしたら年齢を重視した賃金体系、言ってみれば年功賃金体系からの抜本的な離脱が生

じるのだろうか。

それには、個々の労働者が年功賃金の背景にある年齢別生活費保障という考え方から離れ、仕事に応じ

た賃金支払いという考え方に変わっていくことが必要で、それによって初めて年功賃金体系の抜本的な

変化が生じるのだと思う。

前に労働市場の流動化が起きると述べたが、今申したように、勤続要因を考慮しない賃金体系になるか

ら、その分また移動が容易になる。そういうわけで、当面は若年層を中心に労働の流動化が生じると考

えられるが、これが少し時間を置いたときに、さらに中高年齢層に及んでくるのではないか。そうした

ときにさらに日本的な雇用慣行がどんなふうになるのか。こういう将来のことは、簡単には言えない

が、その辺のことが心配になってくる。
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